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　災害復興は、基盤復興、社

会復興、産業復興、家族復興

の総体として、成し遂げられ

ねばならないが、災害過程に

おける被災からの再生プロセ

スとなる復興は、被災過程を

通して、被災地域のトレンド

を加速するものである。

　20 世紀は、災害復興によっ

て都市の近代化を進めてきた

時代であった。関東地震、福

井地震、伊勢湾台風、阪神・

淡路大震災などの自然災害の

みならず 70 年前の空襲から

の戦災復興は、全国 115 の

都市に及んだ。その復興とは、

都市の生活や活動を支える基

盤施設の整備拡充による近代

都市化に傾注した取り組みで

あった。20 世紀は、日本の

産業革命期でもあり、重化学

工業を中心とする成長期で、

90 年前の関東地震時の全国

人口は 6000 万人で、現在の

半分以下であり、当時の推計

特殊合計出生率は 6 点台とい

う人口急増の時代であった。

被災後に一時的に都市から疎

開した人口も 1 か月後から

続々と都市に集まりだし、震

災から 15 年後の東京は、震

災時の人口の 2 倍を超えた。

帝都復興は、東京の都市成長

のトレンドの上に、都市基盤

施設と建築空間の近代化を通

して、社会と経済、生活の近

代化を促進した。戦災復興も

同様に、人口急増のトレンド

を背景に、社会や生活の復興

というソフトの近代化に先

立って、都市基盤復興による

ハードの近代化に傾注した。

それでも、戦後の経済成長と

都市の人口急増は、加速的に

進んだ。

　阪神・淡路大震災は、20

世紀の人口急増・成長社会と

21 世紀の人口減少・成熟社

会の相反するトレンドの間に

起きた。しかし、神戸、西宮

など日本を代表する都市の地

域力は、災害復興によって強

化され、20 年後には人口は

震災前を凌ぐ規模に達してい

る。それでもなお、復興計画

における都市再開発事業を満

たすほどの都市成長は達成し

えていない。

　東日本大震災は、新潟県中

越地震の農山村地域と同様

に、人口減少と高齢化のトレ

ンドにある沿岸地域に壊滅的

な被害をもたらした。それか

ら 4 年、ようやく交通イン

フラと高台移転用地の開発を

含む市街地の基盤整備のピー

クを迎えている。復興の遅れ

は明らかで、政府は 5 年目

である 2015 年度に基盤整備

と住宅・産業施設の建築復

興・再建を加速するとしてい

る。しかし、時代も地域のト

レンドも、阪神・淡路大震災

までの都市復興の時代と大き

く変わっている。地域の基盤

や建物というハードを近代化

し整備拡充すれば、地域の社

会や経済、被災者である居住

者の生活が復興するわけでは

ない。ましてや、都市の地域

力を持って復興を加速し人口

増加を果たしているのは仙台

都市圏のみである。そしてそ

の分、沿岸の被災地域は人口

減少・高齢化が加速し、地域

経済の縮小傾向と職の喪失を

脱することができない状況に

ある。

　都市や地域の基盤施設と

人々の住居は、地域生活の安

全安心の基盤であり、その整

備は不可欠である。しかし、

これからの災害復興は、そこ

にどのような社会を創出する

のか、どのような経済を創生

して被災者に職を提供できる

のか、再建された住宅でどの

ような家族生活を回復するの

か、このような視点からの社

会復興、産業復興、家族復興と

いうソフト対策としての災害

復興が不可欠となっている。

“仏つくれば魂はいる”時代で

はない。これまでの災害復興

の施策では “仏つくって魂い

れず”となってしまう時代に向

かっている。基盤施設と住宅・

産業施設という“仏”に、支え

合える社会・コミュニティと

すべての人に必要な職をもた

らす地域産業、そして家族そ

ろっての生活団欒という “魂”

を入れる取り組みを確立して

いかねばならない。

これからの災害復興をめざして
日本災害復興学会会長　中林一樹
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　2015 年 度 の 学 会 大 会

（第 9 回）は、久しぶりに

東京で開催いたします。

　直近の東京大会（明治大

学）は、東日本大震災が

発生した 2011 年の秋でし

た。

　活発な分科会での報告・

議論に加えて、被災地首長

を招いて公開シンポを開催

しました。2012 年度は「帰

還と再生」をテーマに福島

で、2013 年度は「東北の

被災地から離れた場所で、

また北海道南西沖地震から

20 年という年に…今一度

「災害復興」を客観的に議

論する姿勢」を表わしてお

こうということで大阪（関

西大学）で、2014 年度は

新潟県中越地震 10 周年で

長岡大会となりました。

　そして久しぶりの東京開

催（専修大学）となります。

東日本大震災が発生して、

関東以北の学会活動を膨ら

ませていこうと関東ブロッ

ク学術推進委員会が設置さ

れ（2013 年 ）、 こ こ を 基

盤に今、2015 年度学会大

会実行委員会を組織して開

催企画を練っているところ

です。

　エクスカーション、分科

■開催概要

期間：2015 年 9 月 26 日（土）～ 27 日（日）

　二日間の学会開催日の前後にエクスカーション等の企画を考えています。

会場：専修大学神田キャンパス（千代田区神田神保町 3-8）

・水道橋駅（JR）西口より徒歩 7 分

・九段下駅（地下鉄／東西線、都営新宿線、半蔵門線）出口 5 より徒歩 3 分

・神保町駅（地下鉄／都営三田線、都営新宿線、半蔵門線）出口 A2 より徒歩 3 分

第9回日本災害復興学会大会
2015 年 9月 26日（土）･ 27 日（日）、東京で開催

会、シンポジウム等を盛り

込み組み立てているところ

ですが、まだ、大会実行委

員会にてプログラムの詳細

を詰めきれておりません。

　今回は、大会の日時・場

所等の大枠のみお知らせす

ることとなりますが、どう

ぞ日程だけは確保していた

だくよう、お願いいたしま

す。多くの皆様の参加をお

待ちしております。

　詳細は、次のニュースレ

ターおよび学会ホームペー

ジ、メールマガジンにてお

届けすることといたしま

す。

（専修大学・大矢根 淳）

懇親会：

　9/26（土）夕方、懇親会

を開催いたします。

（専修大学 1 号館 15 階ホー

ル）

■おねがい

　大会開催は 9 月の大型連

休（9/19 ～ 23）明けの週末

ですが、念のためお早めの

宿泊施設の確保をお願いい

たします。
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１）概要　　

　1 月 12 日に兵庫県西宮

市の関西学院大学で総会

を開き、2015 年度予算案

など 5 議案を原案通り可

決、 各委員会報告など５

報告事項を承認して閉会

しました。

　学会活動の活発化のた

めに各委員会の活動費用

の増額、災害発生時に向

けた費用項目の明確化等

を盛り込んでいます。

　2015 度の大会は、9 月

26・27 日に東京で開催さ

れる予定となりました。

　今後、各委員会や研究

会を中心に、東日本大震

災で制定された法制度や、

制度化まで至らなかった

支援策などの検討を進め

る予定です。

２）新人事の決定

　今総会では、2015 年 1

月からの人事が決定され

ました。会長には中林氏が

留任、他の役員は下記の通

りです。また、山中茂樹

氏が特別顧問に就任しま

（単位：円）
科目 2015 年度予算案 2014 年度予算 2013 年度実績

I 収入の部
　1. 会費収入
　　入会金　　　　　　　3,000 ×   20 60,000 60,000 108,000
　　年会費　正会員　　　7,000 × 275 1,925,000 1,778,000 1,883,000
　　　　　　学生会員　　3,000 ×   26 78,000 60,000 66,000
　　　　　　購読会員　　6,000 ×     2 12,000 18,000 12,000
　　　　　　賛助会員　  50,000 ×     6 300,000 250,000 300,000
　　・過年度年会費 70,000 70,000 196,000
　　・次年度年会費 48,000
　2. 事業収入
　　学会事業収入（予稿集有償頒布）3,000 × 150 450,000 450,000 411,020
　3. 雑収入
　　・寄付、雑収入、受取利息 500 500 17,322
当期収入合計 2,895,500 2,686,500 3,041,342
前期繰越金 4,572,698 5,471,878 4,281,530

科目 2015 年度予算案 2014 年度予算 2013 年度実績

II 支出の部
　1. 事業費
　　・学会大会（東京） 700,000 700,000 484,926
　　・阪神淡路大震災 20 周年事業企画 0 450,000
　　・突発災害調査活動費 200,000 200,000 0
　　・印刷製本費 929,300 677,300 652,155
　　・委員会活動費
　　　　企画委員会 100,000 100,000 0
　　　　広報委員会 10,000 0
　　　　学会誌編集委員会 125,000 180,000 146,790
　　　　復興法制度研究会 150,000 120,000 90,480
　　　　報道研究会 200,000 0 0
　　　　関東ブロック学術推進委員会 540,000 450,000 0
　2. 管理費
　　　通信費 300,000 300,000 234,970
　　　ホームページ更新管理費 133,380 133,380 129,675
　　　その他備品・消耗品費 70,000 70,000 42,918
　　　会議・会合費 25,000 0 0
　　　旅費交通費 100,000 100,000 52,420
　　　慶弔費 20,000 0 0
　　　雑費（振込手数料等） 5,000 5,000 5,410
　3. 予備費 100,000 100,000 11,250
当期支出小計 3,707,680 3,585,680 1,850,994
次期繰越金 3,760,518 4,572,698 5,471,878
当期収支合計 -812,180 -899,180 1,190,348

（単位：円）
科目 予算 実績

I 収入の部
　1. 会費収入

　　・入会金　　　　　　　3,000 ×   36 60,000 108,000

　　・年会費　正会員　　　7,000 × 269 1,778,000 1,883,000

　　　　　　　学生会員　　3,000 ×   22 60,000 66,000

　　　　　　　購読会員　　6,000 ×     2 18,000 12,000

　　　　　　　賛助会員　  50,000 ×     6 250,000 300,000

　　・過年度年会費 70,000 196,000

　　・次年度年会費 48,000

　2. 事業収入

　　・学会大会事業収入 450,000 411,000

　3. 雑収入

　　・寄付金収入 5,000

　　・雑収入 12,000

　　・受取利息 500 322

収入合計 2,686,500 3,041,342
科目 予算 実績

II 支出の部
　1. 事業費

　　・学会大会 700,000 484,926

　　・調査活動費 200,000 0

　　・印刷製本費 679,825 652,155

　　・委員会活動費　企画委員会 100,000 0

　　　　　　　　　　学会誌編集委員会 215,000 146,790

　　　　　　　　　　復興法制度委員会 120,000 90,480

　2. 管理費

　　・通信運搬費 230,000 234,970

　　・ホームページ更新管理 129,675

　　・備品・消耗品費 42,918

　　・旅費交通費 52,420

　　・雑費 5,410

　3. 予備費

　　・予備費 11,250

収入合計 1,850,994
当期収支差額 1.190.348
前期繰越収支差額 4.281.530
次期繰越収支差額 5,471,878
※ 2014 年未払額（未払金） 280,910
預金残高 5,752,788

2015年度予算案 （自 2015年4月1日 至 2016年3月31日）2013年度収支計算書 （自 2013年4月1日 至 2014年3月31日）

した。山中氏は学会の創

設準備から関わり、これ

まで本学会をリードして

きました。今回、副会長等

の役職を退任されますが、

特別顧問として今後も学

会への尽力をお願いした

い。特別顧問は、室崎益

輝氏に続き二人目です。

　新役員は以下の通り（敬

称略）。

会長：中林一樹、副会長：

木村拓郎、渥美公秀、理事：

大矢根淳（関東ブロック学

術推進委員会委員長）、野

呂雅之（総務委員会委員

長）、永松伸吾（企画委員

会委員長）、山崎栄一（学

会誌編集委員会委員長）、

磯辺康子（広報委員会委

員長）、津久井進（復興法

制度研究会座長）、所澤新

一郎（災害報道研究会座

長）、岩田孝仁、岡田憲夫、

加藤孝明、吉川肇子、君

嶋福芳、栗田暢之、近藤

民代、澤田雅浩、田中淳、

田並尚恵、北後明彦、宮

下加奈、村井雅清、山﨑登、

矢守克也

2014年度総会報告
特別顧問に山中茂樹氏
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　「御用学者」という言葉が

ある。公害が社会問題化し

ていた 1970 年代、市民運

動の間で、蔑みと憤りをもっ

て語られた。最近は、すっ

かり死語になった感があっ

たが、東日本大震災で再び

取り上げられるようになっ

た。岩波書店が出している

雑誌『科学』の 2011 年 9

月号に『御用学者がつくら

れる理由』という実に興味

深い論考が掲載されている。

もちろん論者らの念頭には

原発や被曝問題があるのだ

が、阪神・淡路大震災から

20 年、被災者支援に知恵を

絞ってきたわれわれもこの

存在に悩まされてきたと正

直に打ち明けよう。

　広辞苑によると「御用学

者」とは、「学問的節操を

守らず、権力に迎合・追随

する学者」とある。この類

の学者は無視すればよいの

だが、彼らの専門的知見が、

社会的な問題の方向性を決

めるのに影響力を持つとす

るならば、事は容易ではな

い。御用学者が生まれる理

由はさまざまあるが、岩波

の論考は「価値判断を学者

に丸投げする」社会にも問

題があるとする。そこで、

専門家は、しばしば研究者

としての適用限界を超え、

決定者を僭称し、被災者を

含む社会に対するパターナ

リズムに陥ってしまうとい

う。パターナリズムとは、

父権主義などと訳される

が、当事者の利益のために

と称して、当事者に代わっ

て意思決定をする一種の支

配形式のことだ。

　被災者生活再建支援法が

現行の形になるまで、さま

ざまな委員会や検討会の中

で語られた言葉を思い出し

てみよう。「公共性を有す

るか疑問」「他制度とのバ

ランスから適当かどうか」

「過剰な援助は被災者の自

立に向けた意欲をそぎか

ねない」等々、まさしく父

親が子どもに干渉・統御す

るような言葉が震災 20 年

の裏面史の中で綴られてき

た。

　岩波の論考は、一つの対

処法として、オーストラリ

ア・ニューサウスウェール

ズ州の土地環境裁判所や

州最高裁判所などで採用さ

れている「コンカレント・

エ ビ デ ン ス（concurrent 

evidence）」という専門家

証言方式の応用を挙げてい

る。「協働鑑定」「寄り合い

鑑定」などと言った訳語が

提示されているが、要する

に複数の専門家がそれぞれ

証拠を用意し、レポートに

よって異なる意見を整理

し、専門家同士の質疑応答

によって、問題の差異がな

ぜ生じているのを明らかに

する、というものだ。さし

ずめ被災者生活再建支援法

の問題なら、支援幅の拡大

派と縮小派の専門家が公開

の審議会で意見を闘わし、

その主張点、差異点を広く

国民に公開していく方式な

どが考えられるだろう。

　と同時に、裁判員なら

ぬ復興委員の制度化を提

唱したい。20 年前、被災

地 KOBE を訪れた米国の研

究者は「サンタクルーズに

学べ」という言葉を遺して

去った、という都市伝説の

ような逸話がある。1989

年 10 月のロマプリエータ

地震で大きな被害を被った

米国西海岸にあるサンタク

ルーズ市が設置した、復興

を審議する円卓会議の構成

員は 36 人、うち半数は一

般市民だった。しかも、ワー

クショップ（審議）は 300

回にも及び、審議内容は、

その都度、街中の情報ス

テーションを通じて市民に

伝えられたという。関西学

院大学災害復興制度研究所

では 2009 年、米国サンタ

クルーズ市から当時の復興

計画を取り寄せ、和訳本を

刊行した。災害復興や被災

者支援にかかわる国や地方

自治体の会議には、この方

式にならい、一定数の委員

は必ず被災者の中から選ぶ

ことを法律で義務づける。

　さらにいえば、制度の審

議にかかわる専門家たちに

「利益相反申告義務」を課

すことだ。「利益相反」とは、

外部からの経済的な利益関

係に伴い生じる個人の利益

と社会的責任が衝突・相反

し、公的業務の遂行並びに

公的研究の遂行に必要とさ

れる公正・適正な判断が損

なわれる、または損なわれ

るのではないかと、第三者

から懸念が表明されかねな

い状態をいう。端的に言え

ば研究費の出所や関係する

業界・団体の公開だ。

　これらの歯止めにより、

専門家のパターナリズムを

排し、被災者の自己決定権

を拡大していくことができ

る。これこそが、国の「ま

とめ」や「中間整理」で、

好んで使われる「被災者の

自立」につながっていくの

ではないか。震災 20 年の

総括は数多く上梓されてい

るが、今こそ水面下で密や

かに語られてきた裏面史の

相克についても公に整理す

る時期がきているといえる

だろう。

震災20年と御用学者
専門家の適用限界を超える言説を防ぐには

日本災害復興学会特別顧問　山中 茂樹
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宮城大学・兵庫県立大学 大学間連携事業推進室
兵庫県立大学緑環境景観マネジメント研究科

特任教授 小林郁雄

　「志津川中学校からみた景

色はこれから生きていくう

えで忘れてはならないと感

じた。そこから見えるぽつん

とたたずむ骨組だけの防災

庁舎はまわりに何もないの

でとても目立っていた。」こ

れは、昨年 9 月宮城県南三陸

町を見学した学生（兵庫県立

大学経済学部 1 年・矢田貝智

也さん）の感想である。

　宮城大学と兵庫県立大学

は、連携して地域社会が抱

える様々な課題の解決を

担う実践的人材（コミュニ

ティ・プランナー）育成を目

的に、2012 年 10 月から 5

年間の計画で文部科学省補

助「大学間連携共同教育推

進事業」を進めている。両

校は「被災地に立地する

公立大学」として、被災

後 20 年に及ぶ復興経験（兵

庫）と、今後 10 年以上継続

する復興フィールド（宮城）

を持ち、農山漁村の問題な

ど取り組むべき共通の地域

課題をもっている。

　実施準備、体制・連携プ

ログラム構築を進め、2014

度に「コミュニティ・プラ

ンナー CP 育成プログラム」

の試行を開始した。それ

ぞれのフィールド（宮城県

大崎市、兵庫県神河町）を

中心に、1 年次：CP 概論（知

る）、２年次：CP 実践論（考

える）、３年次：CP フィール

ドワーク演習（やってみる）

というプログラムである。

　相互のフィールドを訪ね

合う学生交流会も、兵庫から

9 月に石巻市・南三陸町・大

崎市・仙台市などを、宮城か

らは 11 月に神河町・神戸市

を訪問し、地域のステークホ

ルダーらとも、交流した。

　「兵庫県立大の学生と同

じ部屋に宿泊したことで、

お互いの地方の方言の話

や、震災の話について背伸

びすることのない等身大の

会話をすることができたの

も大きな学びだったと思

う。」（宮城大学事業構想学

部２年・工藤玲音さん）

◆神戸で手づくり品販売会
　宮城からつくり手も参加 手芸談義で盛り上がり

ひょうご・まち・くらし研究所 常務理事 山口一史
　東日本の被災地で仮設

住宅などのグループが手

づくり品をつくって、コ

ミュニケーションを深めた

り、少しでも生活に役立て

ようとする動きが続いてい

る。「NPO 法人応援のしっ

ぽ」（石巻市）はこのほど、

神戸市で地元の団体と一緒

になって展示販売会を開催

し、大きな成果を収めた。

　応援のしっぽはみやぎ生

協とタイアップして被災地

の手づくり品の販売窓口を

引き受け、現在 34 団体、

約 100 点の商品をカタロ

グ販売や出張販売で全国に

紹介している。

　2 月初めにひょうご・ま

ち・くらし研究所、コープ

こうべ（ともに神戸市）と

みやぎ生協（仙台市）が共

催する展示販売会が、神戸

市内のコープこうべ生活文

化センターで開かれ大勢の

来場者でにぎわった。

　この展示会には応援の

しっぽの広部知森代表理事

や宮城県内から 5 人のつく

り手の女性も参加し、神戸・

バイスをする “おまけ” も

あった。

　さらにホールで「被災地

交流会」も開催し、被災地

のくらしの現状などについ

て紹介があった。そして小

グループに分かれて手づく

り品の新商品開発や販売

ルートに乗せる苦労などに

ついても交流した。

　神戸・阪神からの参加者

の中には阪神大震災の後、

同じように手づくり品をつ

くって少額であっても定期

的に収入を得られるような

工夫を経験していた人も

あって、テーブルの話し合

いは大いに盛り上がった。

男性の姿も交じってにぎわう展示即売
会（神戸市内、写真提供コープこうべ
広報室）

阪 神 間 の 来 場 者

と、会場内のあち

こちで手芸談義を

繰り広げた。コー

プ こ う べ の バ イ

ヤーが特別参加し

て、つくり手さん

にプロの目から商

品 1 点 1 点 に つ

いて具体的なアド

◆被災地経験交流を共有した
　コミュニティプランナー育成
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　久々、机の前を離れて外

仕事に出た。東日本大震災

から丸４年を前にした被災

者意識を調査するため、仮

設住宅団地でアンケート用

紙をポスティングする。段

ボール箱二つ分のアンケー

ト用紙を車に詰め込み、宮

城県南へ。

　格好の気晴らしと思えた

が、仮設住宅の荒廃ぶりを

目の当たりにして、気持ち

はあっという間になえた。

　表札もあって住んでいる

はずなのだが、ポストから

た。仮設住宅に取り残さ

れ、この張り紙を毎日目に

しながら暮らす住民の気持

ちは、いかばかりか。

　耐用年数をとうに過ぎた

プレハブ住宅の傷みは、外

廊下を歩いただけで靴の底

から伝わってきた。

　さて、こうして集めたア

ンケートだが、日々の暮ら

しの中で復興の手応えを感

じているかどうかを尋ねた

質問集計結果は意外なもの

だった。

　老朽化した仮設住宅にと

どまらざるを得ない人よ

り、真新しい災害公営住宅

への入居を果たした人の方

が、復興を実感できずにい

た。実は阪神大震災でも同

じ傾向が見られたそうだ。

　災害公営住宅への入居は、

自力再建できない被災者が

いや応なく自立のスタート

ラインに立たされることを

意味する。暮らしの再建は

想定外の出費の連続だろう。

それでいて被災世帯の収入

は一向に上向かない。

　震災から４年。被災地で、

復興と貧困のせめぎ合いが

始まろうとしている。

＊　　＊　　＊

■これまで共同通信社編集
委員室の所澤新一郎氏が担
当してきた当コラム欄の執
筆陣に、河北新報社報道部
副部長・矢野奨氏、花泉酒造
合名会社広報担当・染谷亜
紗子氏が加わります。

郵便物やチラシがあふれか

えっている。新聞を取って

いる世帯は随分少ないよう

に見受けられた。理由は何

となく分かる。

　こちらは男性の独り暮ら

しだろうか。玄関先に雑誌

や長靴、スコップが散乱し、

自転車は横倒しで放置され

ていた。自分の家だったら

こうはならないはずだ。す

さむ気持ちも分かる。

　世帯の半数以上に「転居

しました」との張り紙があ

り、ポスティングは難渋し

消息

河北新報社報道部副部長 矢野奨

※「消息」は 3 月 17 日現在学会事務局提出分。

◆入会 = カッコ内は所属。
敬称略。
▽齋藤 正子（東京家政大
学 看護学部看護学科 講師）
▽呉 毓昌（呉毓昌一級建築
士事務所）▽木村 悟隆（長
岡技術科学大学 生物系 准
教授）▽坪井 塑太郎（日本
大学 理工学部 海洋建築工
学科 准教授）▽林 衛（富
山大学 人間発達科学部 准
教授）▽竹下 正哲（拓殖大
学 国際学部 准教授）▽宮
定 章（特定非営利活動法人
まち・コミュニケーション 
代表理事）▽安部 耕作（近

江八幡市教育委員会 生涯
学習課 副主幹）▽嶋田 嘉
人（嶋田嘉人防災士事務所 
代表）▽佐藤 悦子（岩手大
学 地域防災研究センター 
特任助教）▽大越 聡（新建
新聞社 リスク対策 .com 副
編集長）▽浦野 愛（特定非
営利活動法人レスキュース
トックヤード 常務理事）
学生会員▽久島 祐介（明治
大学大学院 政治経済学研
究科）▽鉢呂 浩之（明治大
学大学院 政治経済学研究
科）▽土屋 依子（首都大
学東京大学院 都市環境科
学研究科 博士後期課程）▽
小林 毅史（明治大学大学院 
政治経済学研究科）▽戸谷 
洋志（大阪大学 文学研究科 
後期博士課程）
◆異動 = 新所属（旧所属は、
前年度会員登録時）名前。

▽減災・福祉パートナーズ 
代表（立教大学大学院 21
世紀社会デザイン研究科 博
士前期課程）蓮本 浩介▽（一
社）三陸アーカイブ減災セ
ンター（㈱エムビーディー 
代表取締役）秋山 真理▽弁
護士法人東京パブリック法
律事務所 弁護士（震災復興
をめざす岩手はまゆり法律
事務所）瀧上 明▽京都大学 
防災研究所 特定研究員・特
任助教（東京理科大学 総合
研究機構 火災科学研究セン
ター PD 研究員）田中 傑▽
東京理科大学 国際火災科学
研究科 教授（危険物保安技
術協会）小林 恭一▽浦和大
学 総合福祉学部 講師（法
政大学）大島 隆代▽一級建
築士事務所 AUDI 主宰（㈱
エーアンドエー都市デザイ
ン研究所 代表取締役）新庄 

貧困の予兆

宗昭▽翼法律事務所 パート
ナー（神戸H.I.T法律事務所）
林 文敏
◆会員新刊
☆『中越地震から 3800 日
～復興しない被災地はない
～』中越防災安全推進機構・
復興プロセス研究会著（㈱
ぎょうせい、定価 2,700 円
+ 税） ☆『3.11 を心に刻ん
で 2015』山中茂樹他著、
岩波書店編集部編（㈱岩波
書店、定価 700 円 + 税） ☆

『災害と文明』中林一樹・渥
美公秀・津久井進・矢守克也
他学会員多数著、「災害と文
明」取材班編（㈱潮出版社、

定価 2,000 円 + 税） ☆『ひ
とりから始める事起こしの
すすめ―鳥取県智頭町 30
年の地域経営モデル―』岡
田憲夫著（関西学院大学出
版会、定価 2,400 円 + 税）


